
中山間地における新たな交通助成
制度の導入について

令和２年２月２０日（木）
鳥取県地域づくり推進部中山間・地域交通局

地域交通政策課

自治体発表と意見交換



本日の発表の流れ

①なぜ、県をあげて中山間地域の交通確
保に取り組むことになったのか（背景）

②検討経過

③最終的なアウトプット



鳥取県はＪＲ山陰本線を大動脈に、県境を跨ぐ智頭・因美線、伯備線、東中西の生活圏ごとに
中心市（鳥取市・倉吉市・米子市）から放射線状にバス路線網が構築。
鳥取県はＪＲ山陰本線を大動脈に、県境を跨ぐ智頭・因美線、伯備線、東中西の生活圏ごとに
中心市（鳥取市・倉吉市・米子市）から放射線状にバス路線網が構築。

鳥取県の公共交通の現状

市町村において地域の実情に応じた取組を展開 ⇒ さらに生活圏域ごとの広域的な地域交通のあり方検討
※コミュニティバス等を運行している市町村 ⇒ １６/１９市町村
※タクシー助成（乗用）を実施している市町村 ⇒ １７/１９市町村

■ＪＲ米子支社の乗車人数：１３，５８６千人（Ｓ６３）の約７割の９，７７３千人（Ｈ２８）
■乗合バスの乗車人数：７８，５２７千人（Ｓ４１ピーク時）の１割弱の６，１６１千人（Ｈ２８）

■人口：過去最大６１６千人（Ｓ６０）から４３千人減少して５７３千人（Ｈ２７）
■高齢化率：２９．７％（Ｈ２７全国１６位、全国平均２６．７％）
■自動車免許証返納者：近年５年間で３倍に増加（Ｈ２９約２千人）
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朱塗り部分が中山間地域

面積 人口 世帯数 65歳以上 (高齢化率)

県全体 3,507k㎡ 573,441人 216,894世帯 169,092人 29.5％
中山間地域 3,235k㎡

92.2％
252,024人

45.4％
86,801世帯

40.9％
83,527人
49.3％

33.1％

（出典）H27国勢調査ほか

鳥取県の中山間地の現状

人口密度が低く公共交通の維持確保厳しい



鳥取県の最近の主な取組

バスナンバリング
方面毎、経由毎で区別ができるよう、西部地域の乗
合バス路線への番号設定を行う。

＜イメージ＞
イメージ

番号で外国人にも
わかりやすい

日南町と琴浦町で共助交通のモデル構築
（今年度、鳥取県を含め全国29件で採択）
住民インタビュー（対面式）調査や既存の移動データ
による実態把握から丁寧にスタート！
人口低密度地域で地域交通モデルを試行的に実施し
て鳥取県版の地域交通モデルの構築を目指す。

日南町と琴浦町で共助交通のモデル構築
（今年度、鳥取県を含め全国29件で採択）
住民インタビュー（対面式）調査や既存の移動データ
による実態把握から丁寧にスタート！
人口低密度地域で地域交通モデルを試行的に実施し
て鳥取県版の地域交通モデルの構築を目指す。

＜今年度の取組＞
・7/16キックオフセミナー
中央大学秋山教授や福島大学吉田准教授による事例紹介や
戦略講義、鳥取県の交通政策の取組紹介

・秋山教授ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑによる住民等ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査(~8月)
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが地域交通モデルのアイデアを
提案し、来年度に向け、2町でモデル事業の
実証実施を検討中（10月~）

＜今年度の取組＞
・7/16キックオフセミナー
中央大学秋山教授や福島大学吉田准教授による事例紹介や
戦略講義、鳥取県の交通政策の取組紹介

・秋山教授ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑによる住民等ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査(~8月)
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑが地域交通モデルのアイデアを
提案し、来年度に向け、2町でモデル事業の
実証実施を検討中（10月~）

第３セクター「若桜鉄道」

一般社団法人トヨタモビリティ基金によるプロジェクト

昭和 八頭号

3/7デビュー

水戸岡鋭治氏がデザイン名古屋大学加藤博和教授が監修

中央大学秋山哲男教授と連携

4/1～
開始予定！

若桜号

若桜駅舎リニューアルデザイン

やずばす

3/6出発式
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県をあげて取り組むことになった背景②

ドライバー不足に伴うバス事業者の撤退
2018.9.28 日本海新聞2018.11.9 山陰中央新法



県をあげて取り組むことになった背景②

ドライバー不足に伴うバス事業者の撤退
2019.4.5 日本海新聞



東部中部西部

県をあげて取り組むことになった背景①

H27
西部地域

H28
東部地域

Ｈ29
中部地域

計画策定経過

交通政策に関する県の関与が強い
①県が生活圏ごとに市町村と共同して網形成計画を
策定 ⇒ 全国唯一！



県をあげて取り組むことになった背景①
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交通政策に関する県の関与が強い
②市町村内バス路線に対する補助が手厚い

都道府 補助率等
補助対象経費・補助金額の
上限、補助金カット等

H30予算
（千円）

鳥取県 1/2
補助上限：50,000千円
（形態別に運行費用一定割合（60～80％）
を上限）

164,699

島根県 1/2又は1/3 予算額の上限の場合、按分調整 159,358

岡山県 制度なし

広島県

実車走行キロ×単価（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ：
150円，ﾏｲﾓﾋﾞﾘﾃｨ：100円、その
他：50円）×補助率（過疎要件
による補助率1/3、1/4、1/6）

- 105,783

山口県 1/4 市町の補助金又は委託金額を上限とする。 1,500

＜中国５県市町村内路線対象バス補助制度比較＞

生活路線運行費に対する県補助額人口１人当たり 約700円
⇒全国１位 （鳥取県独自算出）

（出典）H30.11岡山県県民生活課調査より



R1.6補正で地域交通の研究会を立上げ

制度改正

バス中心
従来の
補助制度

日本財団と連携

新たな
補助制度

制度見直しのための研究会の設置（名称：新たな地域交通
体系構築のための研究会）

⇒地域交通の課題に正面から向き合い、県として中山間
地の交通問題に取り組む

Ｒ２年度当初からの新補助制度を目指す！

バス、タクシー、共助交通の組み合わせ

R2年度当初予算
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【課題】
・定時定路線バスは非効率かつ利便性が低下
・深刻なﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足によりバス路線の縮小・廃止

バス利用者減少に伴い、需要に
応じてドアツードアで移動可能な
タクシーの方が効率的かつ利便
性が高い場合への対応が必要。

ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足により地域交通の維
持が困難となる事例が多発しており
、住民主体の共助交通と連携した
地域交通体系の構築が必要。



UDタクシーを利用して
社会参加を

ＵＤ（ユニバーサルデザイン）タクシーの導入

○Ｈ２８年４月、日本財団、鳥取県ハイヤータクシー協会、鳥取県が共同で「誰も
が移動しやすい新たな公共交通モデル」の構築に向けＵＤタクシーを導入

⇒ Ｈ３０年3月22日にUDタクシー200台を導入整備

県内の小型タクシーの約半数がＵＤタクシーに！

スペースが広くスーツ
ケースやベビーカー、
自転車も積載可能

料金は一般タクシー
と同額（小型料金）

広いドア、手すり、ステップ広いドア、手すり、ステップ
もついて乗降しやすい

車椅子のまま車椅子のまま
でも乗降可能

誰でも乗れる

Ｈ２８．４．２９ＵＤタクシー運行出発式
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住民共助による無償共助交通の取組

日本財団が共助交通の立ち上げを支援

2019.9.5 日本海新聞
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県内の地域
交通の現状

ニーズに応
じた地域交
通の姿

取り組むべき課題

①県補助制度の見直し
例：市町村へのタクシー補助制度、住民主体の共助交通への支援拡充 等

②新たなモビリティサービスに係る実証実験
新たなモビリティサービスに係る実証実験の企画立案

（例：エリア内乗り放題の定額タクシー、貨客混載を初めとする多角経営化、移住定住を
絡めたドライバー確保 等）

対応

研究会としてのアウトプット

研究会の検討内容



区分 機関 役職 氏名

学識経験者
鳥取大学大学院工学研究科 教授 谷本 圭志

米子工業高等専門学校 教授 加藤 博和

国 中国運輸局交通政策部交通企画課 課長 丹呉 允

事業者
（一社）鳥取県バス協会 会長 澤 志郎

（一社）鳥取県ハイヤータクシー協会 理事 岡 周一

市町村

鳥取市 交通政策課 課長 湯谷 一也

智頭町 企画課 課長 酒本 和昌

琴浦町 企画政策課 課長 桑本 真由美

日南町 企画課 課長 実延 太郎

関係組織
日本財団鳥取事務所 所長 木田 悟史

鳥取県警察本部運転免許課 課長 岩城 雄司

県庁関係課
鳥取県 （中山間・地域交通局、東部・中部・西部中山間地域振興チーム、日野振興局、
長寿社会課）

事務局 鳥取県 地域づくり推進部 中山間・地域交通局 地域交通政策課

研究会の委員構成

座長座長



研究会の進め方（共有イメージ）

・県内地域交通の現状・問題点把握、全市町村の問題点を整理
①現状の問題点把握

研究会検討順序 実施内容

②原因分析 ・現状の問題点の原因を分析

③対応策のたたき
台検討

・原因分析を踏まえた対応策のたたき台を検討（ニーズに応
じた地域交通の姿を先進事例を踏まえながらイメージする）

④先進事例情報
収集

・対応策（たたき台）の参考となる先進事例を調査

⑤対応策の深堀り ・先進事例調査を踏まえて対応策のたたき台を検証し直し、対応
案を作成（ﾆｰｽﾞに応じた地域交通の姿のｲﾒｰｼﾞを明確にする）

⑥課題への県支援
策検討

・明確となった取り組むべき課題の解決を支援するため
の県補助制度の検討

⑦研究成果のとりまとめ⇒県支援制度予算要求及び県支援制度に対応した市町村予算要求

第１回
研究会
（８月）

第２回
研究会
（９月）

第３回
研究会
(１１月)

議会報告

県内の地域交通課題について全市町村に照会

会議結果を全市町村に報告

第3回会議に諮る内容について全市町村と意見交換（9～10月)

議会報告

会議結果を全市町村に報告



県内市町村交通の主な問題点・課題

①バス、タクシーのドライバーが不足している。
町営バス等の運行委託を事業者が断る事例も起
きている。

②路線バスの乗車率が低い。また、便数も限られている。

③バス運行費用、タクシー助成費用等行政負担が増えてき
ている。

④ドライバーの固定化、高齢化により、共助交通の継続性が

不透明になっている。

【全市町村に照会・聞き取り】



第１回研究会で整理した「たたき台」
タクシー会社を中心とする交通体系を

構築する場合

地域のタクシー会社

自家用有償運送を中心とする交通体系を
構築する場合

〇タクシー助成制度への補助を創設
【支援対象とするタクシー助成】
・バスからの切り替えに伴うもの
・真に困っている交通弱者
・相乗りの仕組み（→運行効率化）
〇タクシー会社の多角経営化への支援
・貨客混載（宅配事業者からの受託、地域の農産物
出荷等）

・高齢者見守り活動、配食サービス等の福祉施策と
の連携→実証実験を検討

支援

〇ドライバー確保・・・多角経営化によりタクシー事業者の経営
基盤を安定させることにより良質な雇用環境を整備

〇ﾊﾞｽの低乗車率、限られた便数・・・ﾄﾞｱﾂｰﾄﾞｱのﾆｰｽﾞに応じた
交通体系

〇住民・行政の負担感・・・タクシー助成制度や相乗り促進の仕
組み

自家用有償運送

共助交通の継
続性を高めるた
めの多角経営
化への支援

地域の中核的
な交通事業者
へ発展させる

課題への対応

ドライバーは地
元住民が担い、
運行管理業務
を交通事業者
に委託※

地域に主体的な
自治組織がいる

自治組織はいない
がﾄﾞﾗｲﾊﾞｰはいる

地域に主体的な
自治組織がいない

ドライバーは市
町村職員として
雇用し、運行管
理業務を交通事
業者に委託※

自治組織もなくﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞｰもいない

多角経営化へ
の支援で事業
性を高め、異
業種からの参
入を促す

実証実験を検討

〇ドライバー確保・・・異業種参入の促進、交通事業者の運行管理ノウ
ハウ＋地域住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの組み合わせ、市町村職員としての直接雇用。
〇ﾊﾞｽの低乗車率、限られた便数・・・共助交通の立ち上げにより便数・
運行形態（ﾄﾞｱﾂｰﾄﾞｱ等）も地域ニーズに応じて設定、さらに交通空白地
もカバー。
〇共助交通の継続性・・・多角経営化による収益事業により自治組織
の継続性が高まる。

補完的に
共助交通

タクシー営業所から遠い地域などタクシー
と競合しない範囲で共助交通との組み合わ
せも検討（例：中山間側から町側への移動
は共助交通、逆の移動はタクシーが担うこ
とにより人手不足を補い合う

共助交通 市町村有償運送

既存補助制度
で対応可能

異業種参入の
可能性がある

・実証実験を検討
・無償運行に係る
車両の補助対象化

※地域に交通事業者がいない場合は遠隔で運行管理を検討課題への対応

全てではな
く有効なも
のに限定



対応策（たたき台）の参考となる先進事例を調査

課題解決
方向性

区分 主な視察先 概要

タクシー活
用

バスからタク
シーへの切
り替え

広島県神石高
原町

通学等の一部バス路線を残しつつ、従来のデ
マンドバス26路線とタクシーチケット交付を廃
止して、ドアtoドアのタクシー活用に一本化。

相乗り促進 新潟県三条市 ・利用者、事業者ともに相乗りインセンティブ
（利用者は相乗りで割引、事業者は相乗りで行
政支援）が働く仕組みを構築。

群馬県前橋市 ・全市域を対象（年齢等制限あり）としたタク
シー助成（半額支援（上限あり）、相乗り加算あ
り））

住民ドライ
バー活用

― 兵庫県養父市 自家用車を活用する住民ドライバーをタクシー
会社が運行管理する自家用有償運送を実施

多角経営
化

住民主体 島根県安来市 地域おこしを行う株式会社（えーひだカンパ
ニー㈱）が水稲育苗、除虫業務等の他の収益
事業と自家用有償運送を複合的に実施。収益
事業の利益で自家用有償運送の経費を賄うこ
とにより、継続性向上を図っている。

乗用タクシー 京都府笠置町 ・タクシー会社による貨客混載で収益性向上



視察を踏まえ全市町村回りをして得られた意見

１ バスについて
○市町村のバス補助金の今以上の財政支出は厳しい。（特別交付税措置がある

からといって放置できない）

○通勤、通学用として、朝、夕の路線バスは維持したい。

２ タクシーについて
○タクシー助成が増加傾向にあること、及び、特に朝はタクシーの台数が足りない

ため、相乗り促進を検討したい。

○タクシー会社等が地元にいる場合は支援して残したい（やはりプロの交通事業

者が地元にいると安心）

３ 自家用有償旅客運送（共助交通）について
〇住民主体の共助交通組織を一から立ち上げるのはハードルが高い

〇住民ドライバーと交通事業者で連携を図りながら移動手段を確保したい

（事業エリア・時間帯の棲み分け）

施策アイデアに反映



中山間地域

第３回会議で示した施策アイデア（イメージ）

既存バス補助制度は継続するが
網計画や共助交通、タクシーの組み
合わせによりバス支出を減らしていく

⑨病院、自動車学校等の送
迎バスの無料空席利用
乗客への保険料

バス
広
域
バ
ス
幹
線

バ
ス
か
ら
ド
ア
ツ
ー
ド
ア
の
タ
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シ
ー
へ

住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）
住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）

住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）
住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）

④朝夕の通勤通学用は
ﾊﾞｽを残し昼間はﾀｸｼｰ活
用市町村のタクシー助成（ﾊﾞｽ
からﾀｸｼｰへの切り替え分）への
間接補助

③交通事業者が配車管理、
住民は運転業務のみ実施
ドライバー研修費、配車管理ｼｽﾃﾑ

導入費の補助

中山間地域

B町
中心地

限界集落限界集落

②住民同士が拠点中心部まで乗り合う
無償運送車両購入費の一部を補助対象に追加、
日本財団のｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ等の取組の横展開支援（ｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣 等）

主に拠点内での
高齢者ｻﾛﾝ等への
身近な移動

A町
中心地

交通空白地
有償運送
交通空白地
有償運送

①自治組織がA町中心地と小さな拠
点A地区間を自家用有償運送有償運送
に向けた無償運行試験期間の延長、車両リース
料支援拡充

住
民
主
体
の
共
助
交
通

拠点中心部拠点中心部

市中心地

中山間地域

朝 昼 夕

⑤小規模高齢化集落等(限界
集落等)交通空白地における
真の交通弱者の移動手段を確
保市町村のタクシー助成への間接
補助

住
民
ド
ラ
イ
バ
ー×

交
通
事
業
者

※夜間等、タクシー営業がない時間帯のみ、
住民ドライバーを活用することも考えられる。

昼間のバス乗車
率が低い地域

交通空白地

運送事業者の経営安定＋ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ確
保も併せて推進
運送事業者の経営安定＋ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ確
保も併せて推進

⑦運送事業者
の貨客混載
車両改造費、貨物
保険料、貨客混載
ｼｽﾃﾑ

⑧貨物業者
の異業種参
入
資格取得費、教
育研修費

住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）
住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ
（自家用車）

町内中心地以外
(タクシー営業
不採算地域)

町内中心地
(タクシー営業
採算地域)小さな拠点A地区

⑥朝はタクシー台数が不足す
るケースが多く相乗りも支援
市町村のタクシー助成（相乗り加算
分）への間接補助、相乗りﾏｯﾁﾝｸﾞ
ｼｽﾃﾑ

C町
中心地

※有償運送への支援は既存制度あり

住民ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰは不採
算地域内のみ運行

山間部の中心地

各市町村の実情に応じて最適な交通モードを組み合わせる各市町村の実情に応じて最適な交通モードを組み合わせる

ﾀｸｼｰ等事務所ﾀｸｼｰ等事務所

採算地域は交通
事業者が運行

＋



マスコミ報道の状況

2019.11.16 日本海新聞2019.11.18 山陰中央新報

2019.12.11 中国新聞

2019.11.16 読売新聞



本日の発表の流れ

①なぜ、県をあげて中山間地域の交通確
保に取り組むことになったのか（背景）

②検討経過

③最終的なアウトプット



新たな地域交通体系《鳥取モデル》の構築

バス中心の
交通体系

市町村が地域のニーズに応じて

共助交通・タクシー・バスを
自由に組合せできる支援制度を創設

補助金創設
２４３百万円

補助対象：市町村、補助率：1/2、上限額70,000千円）



市町村とともに新たな交通体系の構築を目指す

2019.12.26 日本海新聞

〇今後５年～１０年の間に縮小・廃止の
可能性があるバス路線を、予め住民側
に周知し、代替交通手段への切り替えを
促す（鳥取市生活交通創生ビジョン）

事例：鳥取市

共助交通などの代替交通導入に
対し、県新年度補助金で支援
共助交通などの代替交通導入に
対し、県新年度補助金で支援

来年度以降の動き



来年度以降の動き

市町村とともに新たな交通体系の構築を目指す

〇朝はタクシー台数が不足するケースが多いた
め、タクシー相乗り促進のため支援を検討中。
（例：相乗りした場合、乗車料金１割相当を助成）

事例：八頭町

タクシー相乗りのための支援に対
し、県新年度補助金で支援
タクシー相乗りのための支援に対
し、県新年度補助金で支援

タクシー利用助成



まとめ

〇取り組みのきっかけはドライバー不足

〇取り組みを通じて感じたこと

・人口減少により、運行赤字を行政がすべて賄うのは困難

・ビジネスで成り立つのがベストであり、可能性はできる限り
追及すべき

・ビジネス成立が困難な場合、住民による共助交通を検討
するが、交通事業者の事業領域を奪うことは本末転倒

交通事業者と住民が協力して交通体系を追及していくべき



国交省の動き

R1.12.24 交通政策審議会資料


